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新光電気グループは、社会における我々の存在意義を表したミッションとして「最先端のテクノロジーとものづくり

で、人々の暮らしを豊かに彩り、輝かしい未来の創造に貢献する」を掲げ、新たな価値の創造を通じて社会に貢献す

ることを目指しています。また、知的財産の尊重を新光電気グループ行動規範の一つとして定めています。それらに

基づき、会社の重要な経営資源である知的財産の取得・保護・活用に取り組んでいます。

技術創造活動
当社では、技術開発力の強化をはかり、新製品を創出して事業の発展に結びつけることを目的とした技術創造に、長

年にわたって全社的な活動として取り組んでいます。技術創造推進委員会において年間活動計画を定め、活動グルー

プごとの目標達成に向けて活動しています。

推進体制
社長から任命された委員長および研究開発部門と事業部門の委員からなる技術創造推進委員会を設置しています。委

員のもとに、複数の活動グループを組織し、課題と責任を明確にして活動しています。

研究開発部門 事業部門事業部門事業部門

技術創造推進委員会

事務局

知的財産部門

推進責任者 推進責任者推進責任者

委員長

推進責任者

・ ・ ・

推進活動
■活動の社内共有

「研究開発成果発表会」や「新製品・新技術内覧会」などを毎年開催し、技術者間の技術交流の活性化、技術情報の

共有化による効率的な新技術・製品の開発や発明創出につなげています。また、技術創造活動を通して提出された各

種技術資料は社内において適切に管理し公開することで、成果を活用しています。これらの成果をまとめるかたちで、

定期的に社内向けの技術誌の作成・発行も行っています。

■知的財産の権利化と秘匿化
研究開発活動の成果として得られる知的財産については、必要に応じて特許出願を検討する会議を設置し、具体的な

技術上の討議を行うことで、事業部門や開発部門の戦略に沿った、発明の権利化をはかっています。一方では秘匿す

べき技術を公開せずに保護しています。

知的財産
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■発明報奨
当社では、職務発明をした者に対して報奨金を支給する社内制度を設けています。報奨金の支給は特許出願時だけで

はなく、取得した特許権に係る製品の売上げ等に基づき実績報奨等として支給しています。実績報奨等に関しては、

発明考案審査会議にて審議のうえ、その結果を発明者に通知するとともに、異議申し立ての期間を設けて審議し、結

果の公正性を担保しています。

知的財産教育
当社では、技術者をはじめとする従業員の知的財産に関する理解を深めるため、社内に知的財産教育コンテンツを用

意しています。特許権を中心とした多様な内容をいつでも自己学習できる環境を整え、知財リテラシーの定着をはかっ

ています。これらの教育により、技術者の発明創出へのモチベーションを高め、発明を深く読み取る力の育成や、質

の高い発明を生み出すきっかけになると考えています。また技術者だけでなく知的財産部門も外部研修等を活用し、

実務スキル向上に努めています。

■教育コースの例
・特許制度の概要	 ・発明提案書の書き方

・発明発掘		  ・特許検索ツールの操作方法　　　等

知的財産の源泉である研究開発活動は、新光電気グループの永続的な成長のために不可欠なものと考えています。

技術開発力の強化をはかり、新製品を創出して事業の発展に結びつけることを目的とした技術創造を、全社的な活動

として今後も取り組んでまいります。
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知的財産関連データ

特許出願件数
特許にかかわる製品が流通する地域に適切に外国出願をして知的財産保護に努めています。

日本特許出願件数とグローバル出願率※の推移 外国特許出願件数の推移（地域別）
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日本特許出願件数

※グローバル出願率：国内出願のうち海外にも出願した件数の比率
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特許保有件数
事業戦略、特許価値の評価、費用対効果など、総合的に判断して適正な特許の権利維持に努めています。

2025年度末　地域別の保有特許の割合

米国
42％

2,523件

アジア
17％

日本
39％

欧州 2％
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